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税務訴訟での国際私法の解釈
～外国法準拠の法律行為をどう裁くべきか～

Ⅰ
�
は
じ
め
に

「
課
税
は
、
原
則
と
し
て
私

法
上
の
法
律
関
係
に
即
し
て
行

わ
れ
る
べ
き
」
1
と
い
わ
れ

る
。
そ
し
て
、
通
説
も
判
例
も

借
用
概
念
に
つ
き
統
一
説
を
採

り
、
借
用
元
で
あ
る
国
内
私
法

上
の
解
釈
を
尊
重
す
る
。

と
こ
ろ
で
、「
法
の
適
用
に

関
す
る
通
則
法
」（
以
下
「
通

則
法
」）
は
、
国
内
で
裁
判
を

行
う
際
ど
の
国
の
法
律
を
適
用

す
べ
き
か
（
狭
義
の
国
際
私
法

た
る
準
拠
法
選
択
）
を
定
め
る

が
、
通
則
法
7
条
は
、「
法
律

行
為
の
成
立
及
び
効
力
は
、
当

事
者
が
当
該
法
律
行
為
の
当
時

に
選
択
し
た
地
の
法
に
よ
る
」

と
、
法
律
行
為
（
契
約
や
会
社

設
立
）
の
準
拠
法
（
以
下
「
契

約
準
拠
法
等
」）
を
、
当
事
者

の
選
択
に
委
ね
て
い
る
。

そ
れ
で
は
、
納
税
者
が
契
約

準
拠
法
等
に
外
国
法
を
指
定
し

た
場
合
も
、
日
本
の
租
税
法

は
、
国
内
私
法
同
様
、
当
該
外

国
法
上
の
解
釈
を
尊
重
す
べ
き

で
あ
ろ
う
か
。

尊
重
す
べ
き
な
ら
ば
、
外
国

法
の
選
択
次
第
で
課
税
関
係
が

変
わ
り
、
課
税
の
公
平
が
害
さ

れ
る
恐
れ
が
あ
る
が
、
こ
れ
を

避
け
る
手
立
て
（
解
釈
論
、
立

法
論
）
は
あ
る
か
。

逆
に
、
日
本
私
法
の
み
尊
重

す
れ
ば
よ
い
な
ら
ば
、
そ
の
法

的
根
拠
や
論
証
は
何
か
。

本
稿
で
は
、
納
税
者
が
外
国

法
を
契
約
準
拠
法
等
に
指
定
し

た
事
件
に
係
る
税
務
訴
訟
を
、

「
外
国
法
の
解
釈
」
と
い
う
視

点
で
検
討
す
る
こ
と
で
、
こ
れ

ら
の
疑
問
に
対
す
る
考
察
を
試

み
た
。

Ⅱ
�
契
約
準
拠
法
に
係
る
税
務
訴
訟
の
検
討

従
来
、
契
約
準
拠
法
等
に
係

る
税
務
訴
訟
は
ほ
と
ん
ど
見
受

け
ら
れ
な
か
っ
た
が
2
、
企
業

の
国
際
取
引
の
増
加
に
伴
い
、

裁
判
例
の
蓄
積
が
始
ま
っ
た
。

1
�
一
連
の
フ
ィ
ル
ム
・
リ
ー

ス
事
件
（
平
成
10
年
〜
平
成
18

年
／
4
事
件
／
判
決
数
7
）3

民
法
上
の
組
合
が
外
国
法
人

か
ら
取
得
し
た
映
画
配
給
権
に

係
り
、
そ
の
組
合
員
が
計
上
し

た
減
価
償
却
費
を
否
認
し
た
課

税
庁
の
処
分
が
争
わ
れ
た
事
案

で
、
本
件
映
画
配
給
権
の
帰
属

を
裏
付
け
る
売
買
契
約
等
（
以

下
「
本
件
契
約
等
」）
の
準
拠

法
は
、
外
国
法
で
あ
っ
た
。

下
級
審
の
6
つ
の
判
決
は
、

「
私
法
上
の
法
律
構
成
に
よ
る

否
認
論
」
を
採
用
し
た
上
で
本

件
組
合
に
本
件
映
画
配
給
権
は

帰
属
し
な
い
と
し
て
、
課
税
庁

の
処
分
を
是
認
し
た
が
、「
配

給
権
の
帰
属
」
と
い
う
法
律
効

果
の
判
断
を
、
本
件
契
約
等
の

準
拠
法
で
あ
る
外
国
法
で
は
な

く
、
日
本
法
の
み
で
行
っ
た
。

ま
た
、
準
拠
法
に
よ
る
判
断

を
し
な
い
理
由
を
述
べ
た
判
決

は
、
わ
ず
か
1
判
決
（
東
京
高

判
平
成
17
年
2
月
8
日
税
資
2

5
5
号
《
順
号
9
9
2
7
》）の

み
だ
が
、「
本
件
に
お
い
て

は
、（
略
）
事
実
認
定
の
問
題

が
中
心
と
さ
れ
て
い
る
の
で
あ

る
し
、（
略
）
当
該
準
拠
法
が

当
然
に
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な

る
も
の
で
は
な
い
。」
と
し
た

そ
の
理
由
付
け
に
は
疑
問
が
生

じ
る
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
準
拠
法

が
事
実
認
定
に
お
け
る
法
律
効

果
の
判
断
に
必
要
な
法
律
で
は

な
い
と
す
る
本
理
由
付
け
は
、

国
際
私
法
の
通
説
、
裁
判
例
で

あ
る
「
外
国
法
法
律
説
」（
外

国
法
は
事
実
で
な
く
、
内
国
で

も
法
と
し
て
適
用
さ
れ
る
と
す

る
説
）
4
と
相
容
れ
な
い
と
思

わ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。

こ
の
一
連
の
下
級
審
判
決
を

巡
り
、
学
説
上
の
論
争
も
活
発

化
し
た
5
。

中
里
実
名
誉
教
授
は
、
準
拠

法
の
相
異
で
課
税
関
係
が
変
わ

る
と
課
税
の
公
平
が
害
さ
れ
る

か
ら
、
契
約
の
準
拠
法
に
拘
わ

ら
ず
、「
課
税
と
の
関
係
に
お

い
て
は
日
本
法
を
基
準
と
し
て

考
え
る
事
が
で
き
る
」
と
し

て
、
一
連
の
下
級
審
判
決
を
支

持
し
た
6
。

こ
れ
に
対
し
、
岡
村
忠
生
教

授
は
、「
準
拠
法
を
無
視
し
て

日
本
の
民
法
を
適
用
す
る
の
で

あ
れ
ば
、
そ
れ
は
現
実
に
成
立

し
て
い
る
私
法
上
の
法
形
式
を

引
き
直
し
て
い
る
の
で
あ
り
、

租
税
回
避
の
否
認
と
異
な
ら
な

い
」
と
、
異
を
唱
え
た
7
。

国
際
私
法
学
者
の
石
黒
一
憲

名
誉
教
授
は
、
国
際
取
引
契
約

に
伴
う
私
法
上
の
法
律
効
果
等

を
、
契
約
準
拠
法
を
無
視
し
て

日
本
法
で
判
断
す
る
事
は
、

「
国
際
私
法
の
基
本
か
ら
し

て
、
背
理
で
あ
る
」
と
し
た
上

で
、「
国
際
的
な
税
務
否
認
に

際
し
て
、
か
か
る
『
背
理
』
に

至
る
ま
で
の
こ
と
が
、
そ
も
そ

も
要
求
さ
れ
て
い
る
の
か
」
次

第
だ
が
、「
税
務
否
認
を
巡
る

従
来
の
我
国
で
の
議
論
が
、
概

し
て
純
粋
な
国
内
事
件
の
み
を

念
頭
に
置
く
も
の
」
だ
っ
た
こ

と
が
問
題
だ
と
指
摘
し
た
8
。

最
判
平
成
18
年
1
月
24
日

（
判
タ
1
2
0
8
号
82
頁
《
以

下
「
最
高
裁
判
決
」》）
は
、「
本

件
映
画
は
、
本
件
組
合
の
事
業

の
用
に
供
し
て
い
る
も
の
と
い

う
こ
と
は
で
き
な
い
か
ら
、
法

人
税
法
31
条
1
項
に
い
う
減
価

償
却
費
に
当
た
る
と
は
認
め
ら

れ
な
い
。」
と
し
、
課
税
庁
の

処
分
を
是
認
し
た
。

一
連
の
下
級
審
判
決
は
、
日

本
法
の
解
釈
だ
け
で
「
所
有
権

帰
属
」
と
い
う
法
律
効
果
を
判

断
し
判
決
根
拠
と
し
た
点
で
納

得
で
き
な
い
が
、
最
高
裁
判
決

は
、「
事
業
の
用
」
と
い
う
租

税
法
の
固
有
概
念
解
釈
を
根
拠

と
し
た
点
で
、
納
得
で
き
る
。

た
だ
し
、「
事
業
の
用
」
を
広

く
認
め
る
通
達
の
傾
向
と
異
な

る
結
論
で
あ
り
、
納
税
者
の
予

見
可
能
性
保
護
の
観
点
で
は
、

難
が
あ
る
と
考
え
る
。

2
�
一
連
の
外
税
控
除
否
認

事
件
判
決
（
平
成
13
年
〜
平
成

17
年
／
3
事
件
／
判
決
数
8
）9

外
国
企
業
と
の
融
資
契
約
に

基
づ
く
邦
銀
の
受
取
利
息
に
つ

き
、
課
さ
れ
た
外
国
源
泉
税
に

係
る
外
国
税
額
控
除
の
適
用
是

非
が
争
わ
れ
た
事
案
で
、
本
件

融
資
契
約
等
の
準
拠
法
は
外
国

法
で
あ
っ
た
。

こ
の
点
、
各
判
決
と
も
、
同

様
の
理
由
で
、
準
拠
法
に
よ
る

判
断
は
不
要
と
し
た
。

例
え
ば
、
大
阪
地
判
平
成
13

年
5
月
18
日
（
判
時
1
7
9
3

号
37
頁
）
は
、「
本
件
各
取
引

は
、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州
法
を
準

拠
法
と
し
て
い
る
の
で
あ
る
か

ら
、
そ
の
効
力
の
有
無
に
つ
い

て
は
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州
法
を
準

拠
法
と
す
べ
き
と
の
考
え
も
あ

り
得
る
（
略
）
し
か
し
、
所
得

に
対
す
る
課
税
は
、
所
得
自
体

に
担
税
力
を
認
め
て
課
税
す
る

も
の
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
原
因

行
為
の
私
法
上
の
効
力
は
原
則

と
し
て
問
題
と
な
る
余
地
が
な

く
（
略
）
私
法
上
の
法
律
構
成

に
よ
る
否
認
に
お
い
て
は
、
契

約
の
有
効
無
効
を
判
断
す
る
こ

と
自
体
は
無
意
味
」
と
し
た
。

し
か
し
、「
所
得
」
が
租
税
法

の
固
有
概
念
と
い
う
だ
け
で
私

法
上
の
効
力
検
討
が
無
意
味
と

な
る
と
、「
租
税
法
と
私
法
」

論
に
係
る
通
説
や
過
去
の
裁
判

例
と
の
整
合
性
が
と
れ
な
い
の

で
は
な
い
か
、
と
の
疑
問
が
生

じ
る
。

3
�
2
大
事
件
後
の
下
級
審

判
決
（
平
成
22
年
〜
平
成
28
年

／
3
事
件
／
判
決
数
4
）

上
記
2
大
事
件
で
契
約
準
拠

法
の
確
た
る
解
釈
法
理
が
示
さ

れ
な
か
っ
た
影
響
が
、
そ
の
後

の
下
級
審
判
決
の
バ
ラ
ツ
キ
に

も
顕
れ
る
。

外
国
子
会
社
へ
支
払
っ
た
再

保
険
料
の
損
金
算
入
是
非
が
争

わ
れ
た
東
京
高
判
平
成
22
年
5

月
27
日
（
訟
月
58
号
5
号
2
1

9
4
頁
）は
、
通
則
法
42
条（
公

序
良
俗
違
反
）
を
根
拠
に
、
外

国
法
の
適
用
を
排
除
し
て
国
内

公
序
た
る
日
本
の
私
法
を
適
用

す
べ
き
と
し
た
が
、
同
「
42
条

に
お
け
る
公
序
に
つ
き
逸
脱
的

な
解
釈
を
行
っ
た
点
が
批
判
さ

れ
て
い
る
。」
10
。

株
式
譲
渡
契
約
の
無
効
係
争

中
の
譲
渡
所
得
の
譲
渡
時
期
が

争
わ
れ
た
東
京
地
判
平
成
24
年

8
月
30
日
（
税
資
2
6
2
号
―

1
7
6《
順
号
1
2
0
2
6
》）

は
、
契
約
準
拠
法
解
釈
と
併

せ
、
傍
論
で
日
本
法
解
釈
も
行

い
、
両
法
解
釈
の
一
致
と
い
う

検
証
を
行
っ
た
。

プ
ラ
チ
ナ
の
取
得
時
期
が
争

わ
れ
た
東
京
地
判
平
成
28
年
7

月
19
日
（
訟
月
63
巻
10
号
2
2

3
7
頁
）
は
、
契
約
準
拠
法
に

よ
り
判
断
し
た
法
律
効
果
を
、

日
本
の
私
法
上
の
契
約
の
実
質

に
当
て
嵌
め
る
こ
と
で
事
実
認

定
を
行
っ
た
。

Ⅲ
�
設
立
準
拠
法
に
係
る
税
務
訴
訟
の
検
討

外
国
法
準
拠
で
設
立
さ
れ
た

L
im
ite
d
P
artn

e
rsh
ip

の
法
人
該
当
性
が
争
わ
れ
た
一

連
の
Ｌ
Ｐ
Ｓ
事
件
（
平
成
22
年

〜
平
成
27
年
／
3
事
件
／
判
決

数
7
）
11
で
は
、
各
裁
判
所
の

設
立
準
拠
法
の
解
釈
が
バ
ラ
バ

ラ
と
な
り
、
前
記
契
約
準
拠
法

に
係
る
税
務
訴
訟
以
上
に
法
廷

の
混
乱
が
見
ら
れ
た
。

こ
れ
は
、
日
本
の
所
得
税
、

法
人
税
が
、
外
国
事
業
体
の
法

人
該
当
性
判
断
基
準
を
明
記
し

て
い
な
い
事
に
加
え
、
通
則
法

も
「
立
法
の
基
礎
と
で
き
る
ほ

ど
の
議
論
の
蓄
積
が
い
ま
だ
十

分
で
な
い
」
12
為
、
法
人
の
準

拠
法
を
規
定
し
な
か
っ
た
事
が

背
景
と
思
わ
れ
る
。

Ⅳ
�
お
わ
り
に

従
来
、「
租
税
法
と
私
法
」

論
は
、
国
内
取
引
を
念
頭
に
置

い
た
議
論
で
十
分
だ
っ
た
が
、

昨
今
増
加
す
る
国
際
取
引
の
多

く
が
外
国
法
準
拠
と
思
わ
れ
、

こ
れ
ら
に
係
る
税
務
訴
訟
の
一

層
の
増
加
が
想
定
さ
れ
る
。

こ
の
点
、
裁
判
所
は
、
税
務

訴
訟
に
際
し
、
従
来
の
準
拠
法

に
よ
る
判
断
を
避
け
る
姿
勢
か

ら
、
準
拠
法
に
よ
る
判
断
を
行

う
姿
勢
へ
変
化
し
て
き
た
と
解

さ
れ
る
。

か
か
る
状
況
下
、
国
際
取
引

に
係
る
所
得
税
や
法
人
税
を
検

討
す
る
際
は
、
契
約
準
拠
法
や

設
立
準
拠
法
に
十
分
留
意
す
べ

き
で
あ
る
。

さ
ら
に
、
準
拠
法
た
る
外
国

法
の
課
税
上
の
解
釈
に
係
る
裁

判
法
理
は
未
だ
確
立
さ
れ
た
と

は
言
い
難
く
、
今
後
の
裁
判
例

を
注
視
し
て
い
く
必
要
も
あ
ろ

う
。

1

金
子
宏
『
租
税
法

第
23
版
』

1
2
9
頁
（
弘
文
堂

2
0
1

9
）

2

小
柳
誠
「
租
税
法
と
準
拠
法

―
課
税
要
件
事
実
の
認
定
場
面

に
お
け
る
契
約
準
拠
法
の
考
察

―
」
税
大
論
叢
39
号

1
5
2

頁
（
2
0
0
2
）
は
、
同
稿
時

点
で
「
ほ
と
ん
ど
見
受
け
ら
れ

な
い
」
と
し
て
い
る
。

3

パ
ラ
ツ
イ
ー
ナ
事
件
判
決
（
大

阪
地
判
平
成
10
年
10
月
16
日
、

大
阪
高
判
平
成
12
年
1
月
18

日
、
最
判
平
成
18
年
1
月
24
日
）、

そ
の
他
同
様
の
事
件
判
決
そ
の

1
（
千
葉
地
判
平
成
12
年
2
月

23
日
）、
そ
の
2
（
東
京
地
判
平

成
15
年
5
月
22
日
、
東
京
高
判

平
成
17
年
2
月
8
日
）、
そ
の
3

（
東
京
地
判
平
成
16
年
8
月
31

日
）

4

櫻
田
嘉
章
『
国
際
私
法
﹇
第

6
版
﹈』1
2
4
〜
1
2
5
頁（
有

斐
閣
2
0
1
2
）

5

渕
圭
吾
『
所
得
課
税
の
国
際

的
側
面
』
3
3
4
頁
（
有
斐
閣

2
0
1
6
）
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